福島第一原子力発電所事故の県民の生活への影響   

１　兵庫県にも放射性物質が来ています

　　文部科学省の月間降下物についてのホームページによると，神戸市の測定箇所で２０１１年３月から４月に測定されたヨウ素とセシウム
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（「食卓にあがった放射能」（高木仁三郎・渡辺美紀子共著）より）
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２　福島第一原子力発電所事故による広域的影響
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３　放射能とは何でしょうか
（１）放射能とは
放射能とは，放射線を出す力のことである。放射線を出す物質を「放射性物質」という。代表的放射線は３種類あって，アルファ線，ベータ線，ガンマ線と呼ばれる。
放射性核種によって発する放射線の種類は異なる。ガイガーカウンターで測定されるのは主にガンマ線で，アルファ線やベータ線を含む正確な数値はわからない。
どのような核種がどれだけ存在するか，ほとんどが分析されていない状況である（日置雅晴著，2011，拡大する放射能汚染と法規制）。
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　　放射線を出す激しさを表す単位で，一秒あたりに出る放射線の数を表す。毎秒一個の放射線を出す割合を１ベクレルという。

【シーベルトとは】

　　どれだけ「被ばく」したかを測る単位。

　　放射線の強さは通常，たとえば毎時３ミリシーベルトというように，どれだけの時間浴びたかということもあわせて計算される。

　　ここで注意しなければならないのは，このような場合放射線はすべて外部から浴びると仮定されており，体内からの被曝は全く

　考慮されていないことである。また，シーベルトについては計器によって測定できる値ではなく，過去の研究に基づいて計算される。その

計算は仮定によって成り立っている。（肥田舜太郎，２００５，内部被曝の脅威）

４　福島第一原子力発電所事故の現在の状況
　　福島第一原子力発電所からは，環境中への放射性物質の放出が続き，未だ深刻な状況が続いている。
　　１，２，３号機では，炉心溶融がおきている。さらに，メルトアウト（地下に炉心がのめりこむ状況）が起きている可能性を東京電力も否定できない状況である。

１，３号機からは特に強い放射線が発生しており，近寄ることができない。

４号機は最上階だけでなく，下の階，さらに下まで壁が吹き飛んでいる。４号機の使用済み燃料プールにはセシウム１３７を尺度とすれば広島原爆の５０００発分の使用済み燃料集合体が残っているという。プールが余震などにより崩壊すれば，プールの水が抜けて燃料棒を冷やすことができなくなり，５０００発分の放射能が何の防壁もなく環境に噴き出すことになるといわれる（京都大学原子炉実験助教授　小出裕章氏
　「週刊金曜日」2012.6.22(900号)10～11頁）。
また，福島第一原子力発電所の燃料プールには，セシウム１３７をチェルノブイリと比べれば８５倍もの量があるという説を発表している米国の
学者もおり，日本全土のみならず，世界規模の安全保障上の優先課題であるとの警告もある（元国連職員松村昭雄氏ホームページ(※5)。
５　日常生活と放射能　　

以下の通り，生活の様々な面で放射性物質が存在している可能性がある。

（１）はじめに～放射性廃棄物として取り扱われるレベル
核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律，及び経済産業省令により放射性廃棄物として厳重に扱われる基準値（セシウム１３７の
場合）は以下の通りである（日置雅晴著，2011，拡大する放射能汚染と法規制）。　　　

１００㏃/㎏（セシウム１３７）　　　１㎡あたりに換算すると　　６５００㏃/㎡（セシウム１３７）
（２）食品・飲料の基準値
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注：米，牛肉，大豆，及びそれらの加工品については引き続き旧基準値が暫定的に使用されている。

　昨年，兵庫県産表示のアンコウからも１６．２㏃/㎏（セシウム１３４及び１３７の合算。２０１１年１２月１４日国際環境保護ＮＧＯグリーンピース発表(※7)）が検出されている。

県内においても，県民の健康を守るため，また，風評被害を防ぎ，万一放射能が検出された食品生産者の保護を迅速にあらしめるため，調査・公表の徹底が検討される必要があると思われる。

さらに，若年者への放射能の影響は大きく，健康被害の予防のため給食における食材調査の徹底は早急に検討される必要があろう。
　なお，現在においても，日本のすべてあるいは一部食品の輸入停止や，すべての食品について検査証明書を求め，あるいはサンプル調査をする諸外国・地域の規制措置が行われている（農林水産省ホームページ(※8)）。
（３）農地用肥料、飼料
現在設定されている暫定許容値は以下の通り（農林水産省ホームページ(※9)）。
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（４）セメント

放射性セシウム濃度が２００㏃/㎏以下のセメントの利用が認められる（経済産業省ホームページ(※10)）。
（５）タバコ

　　　国の基準値は存在しない。ＪＴの自主基準値は，放射性セシウム１００㏃/㎏（平成２４年３月１６日付け発表。同ホームページ(※11)）。
（６）中古車等
昨年６月には日本から輸入された中古車から自然界を数倍上回る放射性物質が検出されたとしてロシアから返品されるなどの事態が生じている（読売新聞　平成２３年６月１５日(※12)）。
鉱工業製品についても，食品と同様，検査証明書の要請，サンプル調査，あるいは物品の種類によっては輸入停止をする諸外国・地域の規制措置が行われている（経済産業省ホームページ(※13)）。
６　放射性物質の人体への影響
（１）人類史上経験のない事故
まず，１年以上も環境中への放射性物質の放出が続くこの事故は，人類史上初めてのことである認識を私達は持つ必要がある。チェルノブイリ事故では，事故から１１日目で環境中への放射性物質の放出が止まったといわれている。
そして，我が国では前述５の通り，放射性物質が拡散される政策がとられている。したがって，私達の身の回りが複合的に汚染され，体内に放射性物質をとりこんでいる可能性がある。専門家を含め誰も未だかつて経験したことのない状態である。
（２）しきい値はないという見解に基づく国内外の基準
その上で，放射能の影響には「しきい値（一定以下になるとリスクがなくなるという考え方）」がないという見解に基づき，現在の国内外の基準が作成されていることを知る必要がある。なお，世界における放射線の被曝限度は，主に年間１ｍ㏜である。
また，低線量であればむしろ身体によいという説（ホルシミス効果）がある一方，低線量では高線量時よりも割合的な影響が大きくなるという説（ペトカウ効果）がある。自然放射能が高い場所があるから大丈夫であるという見解もある一方，海外では天然のラドンの影響による発ガンにより死者が増加しているという報告もある（日置雅晴著，2011，拡大する放射能汚染と法規制）。人工放射性物質は自然放射性物質と異なり生体濃
縮するともいう。

（３）胎児・若年層への影響

放射能は遺伝子を切断する作用があるため，細胞分裂がさかんな胎児や若年層への影響は特に大きいといわれる。福島県における昨年３～１１月の子供の病死者数は前年の１．５倍であるという報告もある（２０１２年５月１２日中手聖一氏報告書(※14)）。その程度，症状は個人によって異なる。兵庫県内においても，特に妊婦や学校教育などの場について，予防原則に則り，早急に対応の検討をする必要があるのではないか。
７　国による原発事故関連の情報政策

　（１）「被災地等における安全・安心の確保対策ワーキングチーム」（内閣官房，警察庁，総務省，経済産業省）による決定（平成２３年４月６日）の要旨（総務省ホームページ(※15)）

・口伝えや電子メール，電子掲示板への書き込み等による，原子力発電所事故などに関する不確かな情報等，国民の不安をいたずらにあおる「流言飛語」

について，関係省庁が連携して，広く注意喚起のための措置を講じる。

・特にインターネット上の「流言飛語」については，関係省庁が連携し，これらの実態を把握したで，サイト管理者等に対して，法令や公序良俗に反する

情報の自主的な削除を含め，適切な対応をとることを要請するなどして，正確な情報が利用者に提供されるよう努める。

（２）総務省による電気通信事業者等に対するインターネット上の流言飛語への適切な対応に関する要請

（３）経済産業省資源エネルギー庁による，原子力安全規制情報広聴・広報事業（不正確情報対応）（資源エネルギー庁ホームページ(※16)）
　ツイッターやブログなどインターネット上の原発関連や放射線の不正確な情報などを常時モニタリングし，正確な情報の提供などを行うことを事業目

的とする事業（仕様書記載）。
８　原子力発電所再稼働・がれきの問題
（１）再稼動・がれきの問題の前に

まずは，前述４の通り福島第一原子力発電所が危機的な状況であることを県民に周知の上，県民の安全保障の問題としても，事故の収束のために当県においていかなる対応をとることが可能か検討の必要性があるのではないか。その上で，再稼働・がれきの問題は県民の生命・身体に深く関わる事柄であり，県民に広く以下を含めた情報を周知し十分な議論の上，県の方針決定がなされるべきと思われる。

（２）再稼働問題

前述のように，福島第一原子力発電所の事故により，兵庫県にも放射性物質が降下した。また，放射性物質の拡散は現在進行中であり，県民の生活にも影響を及ぼしている。

また，兵庫県内には原子力発電所は存在しないが，近隣の福井県や島根県，愛媛県にも原子力発電所が設置されており，一度事故を起こせば県内の土壌も放射性廃棄物レベルの汚染に見舞われる可能性は否定できない（福島第一原子力発電所からおおよそ２５０ｋｍ圏である東京都の土壌からも放射性廃棄物レベルの汚染が検出されている。文部科学省ホームページ(※１)参照）。
さらに，原子力発電所が稼働するだけで，放射性物質が微量ではあっても環境中へ放出され続ける。原子力発電所の近隣県には事故前から継続的に放射性物質の降下物が検出されている。

電力の必要性については，現在稼働している原子力発電所が１基であること，既存の火力発電所などの稼働での対応，福島第一原子力発電所の事故の収束に作業員を集中する必要性，今回の事故を受けて原子力政策のあり方を県民に問うなどし，判断・対応する必要性があろう。
　（３）がれきの問題

放射性物質は，その搬送自体，作業者の被曝を伴う。焼却・埋立においても同様である。まずは，がれきにどれだけの放射性物質が含まれるのか，その危険性の程度，また，県民さらには他地域の住民への健康被害のリスクについて，正確な分析が必要と思われる。

処分場建設においては，放射性物質が漏出した場合，今回の原発事故のように汚染が周辺地にとどまらない可能性や，半減期を何度も繰り返さなければ消滅しないことなども県民に周知の上，同意を得ることが必要であろう。
なお，静岡県島田市の試験焼却では，フィルターの放射性物質除去率の把握ができていない。昨年９月には，埋立処分場から大雨によりモニタリング目安の濃度を超えるセシウムが漏出したという事故が起きている（環境省ホームページ(※17)）。

９　兵庫県の役割

　東日本大震災による当県への東北・関東からの避難者数は，本年６月２８日時点で１０５９人である（避難者登録数）。今後も避難，また，保養による来県者数は増加するものと予想される。本年３月から５月までにおける，福島県からの転出者は９７７９人，首都圏から中京・関西地域への転出者は前年に比べ９．１％増加する一方，首都圏への転入者は５％減少している（ジャパンタイムズ２０１２年６月２８日(※18)）。
　避難・移住希望者が安心して生活できる土地としての基盤作り，さらに，被災地へ安全な食品を供給する土地としての役割について早急な対応が必要と思われる。

※１　文部科学省ホームページP

http://radioactivity.mext.go.jp/old/ja/monitoring_by_prefecture_fallout/2011/03/1060_03_gekkan_2.pdf
http://radioactivity.mext.go.jp/old/ja/monitoring_by_prefecture_fallout/2011/04/1060_04_gekkan.pdf
※２　経済産業省ホームページ（２０１１年６月６日原子力安全保安院発表　１３ページ目）

http://www.meti.go.jp/press/2011/06/20110606008/20110606008-2.pdf
※３　放射能防御プロジェクト　

http://doc.radiationdefense.jp/dojyou1.pdf）

※４　四国新聞社（２０１１年４月１９日）
http://www.shikoku-np.co.jp/national/international/article.aspx?id=20110419000116
※５　元国連職員松村昭雄氏ホームページ

http://akiomatsumura.com/2012/06/what-is-the-united-states-government-waiting-for.html）。
· ６　厚生労働省ホームページ
　　　　（新基準）
http://www.mhlw.go.jp/shinsai_jouhou/dl/leaflet_120329.pdf 　 http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/iyaku/syoku-anzen/iken/dl/120117-1-03-01.pdf
（旧基準）

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001558e-img/2r9852000001559v.pdf　

　　　コーデックス（No.193-1995 37P I131）

http://www.codexalimentarius.org/standards/list-of-standards/en/
WHO

http://www.who.int/hac/crises/jpn/faqs/en/index8.html
　　　一般財団　高度情報科学技術研究機構（輸入品規制値）

http://www.rist.or.jp/atomica/data/dat_detail.php?Title_Key=09-01-04-07
　　　資源エネルギー庁（ウクライナ）

http://www.enecho.meti.go.jp/radi_qa/20.pdf
　　　文部科学省（排水基準）
http://radioactivity.mext.go.jp/ja/contents/5000/4817/24/1304939_0416.pdf
　　　京都大学原子炉実験所（ベラルーシ）

http://www.rri.kyoto-u.ac.jp/NSRG/Chernobyl/saigai/Mtk95-J.html
独立行政法人農業環境技術研究所（ベラルーシ）

http://www.niaes.affrc.go.jp/magazine/144/mgzn14401_03.pdf
※７　国際環境保護ＮＧＯグリーンピース（２０１１年１２月１４日発表）

http://www.greenpeace.org./japan/monitoring/fss3/
※８　農林水産省ホームページ

 http://www.maff.go.jp/j/export/e_info/hukushima_kakukokukensa.html 
※９　農林水産省ホームページ

http://www.maff.go.jp/j/syouan/soumu/saigai/supply.html
※10　経済産業省ホームページ

http://www.meti.go.jp/press/2011/06/20110616006/20110616006-2.pdf）

※11　ＪＴホームページ（２０１２年３月１６日付け発表）
http://www.jti.co.jp/news/radiological_inspection/20120316/index.html
※12　読売新聞（２０１１年６月１５日）

http://www.yomiuri.co.jp/feature/20110316-866921/news/20110615-OYT1T00482.htm
※13　経済産業省ホームページ

http://www.meti.go.jp/earthquake/smb/commodities_link_02.pdf）

※14　中手聖一氏報告書（２０１２年５月１２日）

http://dl.dropbox.com/u/17135518/nakate.pdf
※15　総務省ホームページ
http://www.soumu.go.jp/main_content/000110048.pdf）

※16　資源エネルギー庁ホームページ
http://www.enecho.meti.go.jp/info/tender/tenddata/1106/110624b/110624b.htm
※17　環境省ホームページ

http://kouikishori.env.go.jp/faq/pdf/faq_02b.pdf
http://www.env.go.jp/jishin/attach/memo20110921_umetate.pdf
http://www.env.go.jp/jishin/attach/osenhaiki-shori20110829.pdf　（別添資料２）
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他参考文献　　・肥田舜太郎，2005，内部被曝の脅威　　・柴田徳思，２０１１，放射線概論　　

・ウラジーミル・バベンコ著，ベルラド放射能安全研究所（ベラルーシ）著，辰巳雅子訳，今中哲二（京都大学原子炉実験所）監修，2011，自分と子ども
を放射能から守るには
作成：小木曽綾子　2012.7.2

文部科学省ホームページ(※1)　





１３４と１３７の降下量の合計は右表の通りである。


この数値は，あくまで測定時の測定箇所の降下量なので，現在の兵庫県各地の土壌に降下している放射性物質を知るためには，各地で測定を行う必要がある。





【福島第一原子力発電所から飛散した放射性物質は３１種】


放出核種は右表の３種だけではなく、プルトニウム，テルル，ストロンチウムなど３１種にわたる（経済産業省ホームページ(※2)）。





放射能が半分に減る時間





（２）どうやったら消えるのか？


燃やしても，水に流しても，移動するだけで消えない。放射性物質の量が半分に減る期間である物理的半減期を何度も過ぎる必要がある（右表）。


半減期を２回過ぎれば全て消えるわけではなく、1回過ぎると半分、２回過ぎるとその半分（当初の４分の１）といった具合に減少していく。





厚生労働省ホームページ等(※6)　，週間金曜日　２０１１．６．１０（８５０号）





飲料


）





2011年３～４月間降下物





（１）首都東京圏の汚染の実態について


市民団体の土壌調査によると，セシウム１３４と１３７の合算は，多くの地点で数万㏃/㎡が報告されている（放射能防御プロジェクト(※3))。　　　　


これらの地点はチェルノブイリの基準にあてはめると放射能の「管理ゾーン」に該当する（右表）。














チェルノブイリ基準の換算





食品


）





（２）福島第一原発事故の地球規模の影響


北半球のみならず，南半球でも放射性物質が観測されている。大気中の放射性物質を観測する包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）機構準備委員会（本部ウィーン）は昨年４月１８日までに，福島第一原発から放出された放射性物質をオーストラリアやフィジーなど南半球で観測したと同年４月に発表した。


また、ドイツの研究機構のシミュレーションでは，放射性物質は福島から米国やカナダに向かい，さらに北極海方面に拡散するなどして最初に北半球全体に広がったという（四国新聞社　２０１１年４月１９日(※4)）。





※（文部科学省の公表数値はM㏃/㎢だが，これは㏃/㎡と同じになる





（福島県のヨウ素は震災の影響等により測定できず）





日置雅晴著，2011,，拡大する放射能汚染と法規制　





（３）ベクレル，シーベルトとは？


　【ベクレルとは】
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